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重量物の取り扱いにおける最大重量値は，厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」において，男性が体

重の 40%以下，女性が 24%以下に抑えるよう推奨されている．しかし，この体重との割合で定める最大重量値が

腰痛予防に有用かは明らかではない．そこで本研究では，この最大重量値の有用性を生体力学的実験により検証

した．実験では，男性 10名のデータを用いて，体重の 40%の重量物を持ち上げる際の腰部椎間板圧縮力をシミュ

レーションにて算出した．この計算では，解析プログラム上において，体重を 50 kg，70 kg，90 kg に変化させ，

それぞれ 20 kg，28 kg，36 kg の重量物を持ち上げている状態を再現した．重量物を持ち上げる位置は，頭，胸，

腰，膝，脛の高さにおいて，身体から近くまたは遠くの計10区画とした．解析の結果，体重が重くなるほど，腰痛

リスクが高まる閾値とされる 3400 N を超える区画が多くなった．また，身体から遠い区画，低い区画および床

からの持ち上げ作業では，腰部椎間板圧縮力の増加が著しかった．これらの結果から，現在の指針で推奨されて

いる体重との割合で最大重量値を定める方法では，腰痛を十分に予防できないと示唆される．したがって，最大

重量値は体重に依存せず，重量物の取り扱い位置を含めて考慮されるべきと考える． 
キーワード: 腰痛予防対策指針，三次元動作解析，腰部負荷シミュレーション，腰部椎間板圧縮力，持ち上げ作

業，保持作業． 

 

1. はじめに 

労働者死傷病報告（休業 4 日以上）における業務上腰

痛は，新型コロナウィルス感染症の罹患を除くと，業務

上疾病の約 6 割を占め 1) ，またその約 4 分の 1 は重量物

取り扱い時に発生している 2) ．厚生労働省「職場におけ

る腰痛予防対策指針」（以下，厚労省指針という）では，

この対策として人力により取り扱う重量を男性が体重の

40%以下，女性が体重の 24%以下に抑えるよう推奨して

いる 3) ． 
一方，国際標準化機構（ISO）4) ，米国労働安全衛生

研究所（NIOSH）5) ，英国安全衛生庁（HSE）6) をはじ

めとした国外のガイドラインにおける最大重量値は，体

重に依存しない重量値が定められている．このように，

厚労省指針の体重の割合で定める最大重量値は，世界的

に見て稀な方法となっている．また，国外のガイドライ

ンでは，取り扱い位置ごとに推奨する最大重量値が異

なっている． 
日本人労働者を対象とした疫学調査によれば，厚労省

指針において推奨されている重量値以下に取り扱い重量

を抑えても，作業者の腰痛リスクは，重量物を取り扱わ

ない作業者よりも高くなる結果が得られている 7) ．この

結果は，厚労省指針が推奨する重量値では，腰痛予防効

果が十分に望めないことを示唆する． 

そこで本研究では，厚労省指針において推奨されてい

る最大重量値が腰痛予防に有用であるかを生体力学的実

験により検証した．本実験では，シミュレーションによ

り体重の 40%の重量物を持った時の腰部椎間板圧縮力

を算出し，NIOSH により提唱されている腰痛リスクが

高まる閾値とされる 3400 N と比較した 8) ．また，シミュ

レーション上で体重を変化させることにより，腰部椎間

板圧縮力に対する体重の影響を検証した．さらに，作業

位置も条件に加え，この影響も検証した． 

2. 方法 

1） 被験者 

本実験では，健常な成人男性 10 名を被験者とした．

被験者の平均年齢は 40.8 歳（標準偏差 SD = 8.2），平均

身長は 169.9 cm（SD = 4.9），平均体重は 67.5 kg（SD 
= 12.8），平均 BMI は 23.4（SD = 4.7）であった．運動

経験や筋力は不問とした． 
本実験は，労働安全衛生総合研究所研究倫理審査委員

会の承認を得て実施された（通知番号：2022N15）．被験

者は，事前に研究目的と方法について書面および口頭で

説明を受け，同意書を提出した．被験者からデータを収

集した期間は，2023 年 6 月から 2024 年 3 月までであっ

た． 

2） 作業 

本実験では，重量物を持ち上げて指定された位置で保

持する作業（保持作業）と床から頭の位置まで荷物を持

ち上げる作業（持ち上げ作業）の 2 つの作業を行った．

これらの作業は，疲労の影響を避けるため，別日に実施

した． 

† 本報は，Oyama, Du, Iwakiri (2025) PLoS One 20(6): e0327175 の
内容を基に再構成したものである． 
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た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  1785 157 1.000 2043   2462 254 1.000 2880  

胸  1900 222 1.000 2265   2515 239 1.000 2908  

腰  1983 246 1.000 2388   2685 325 0.986 3219  

膝  2669 295 0.993 3154   3339 256 0.594 3760 * 
脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 
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脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 

体重との割合で定める重量値を扱った場合の腰部負荷の推定 

た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 
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保持 
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膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 
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保持作業は，保持位置に高さを調節した台に置かれた

荷物を 3 cm だけ持ち上げ，2 秒間その場で保持するも

のとした．保持位置の高さ（以下，高さという）は頭，

胸，腰，膝，脛の 5 水準，身体からの距離（以下，距離

という）は近，遠の 2 水準の計 10 区画とした（図 1）．
保持位置の区画は，作業中の手の位置を基準とし，近，

遠の区分は腕の長さの半分を基準とした．保持作業での

姿勢は，頭，胸，腰の高さでは立位姿勢，膝，脛の高さ

ではしゃがみ姿勢とした．持ち上げ作業は，荷物を床か

ら頭の高さまで可能な範囲で持ち上げるものとした．持

ち上げ作業での姿勢は，しゃがみ姿勢および立位姿勢と

した．しゃがみ姿勢は，膝を曲げ，できるだけ上半身の

角度が変わらないように腰を低くした姿勢とした． 
荷物は，幅 40.0 cm，奥行き 28.0 cm，高さ 7.4 cm の

取っ手付きコンテナとし，重量は金属製のおもりによっ

て調整した（図 2）．実験で用いた荷物の重量は，被験者

が通常業務で取り扱える重量の最大値（以下，取り扱い

可能重量という）を基にした．本実験では，取り扱い可

能重量は，被験者の主観的判断に基づき 70%程度の労力

で複数回持ち上げられる重量と定義した．作業動作の記

録前には，10 区画の保持位置ごとに取り扱い可能重量を

記録した．重量は，3，5，8，10，13，15，18，20，23，
25，28 kg の 11 通りとした．各保持位置での取り扱い可

能重量は，保持作業の動作記録時に用いた．また，10 区

画の中で最大の重量は，持ち上げ作業の動作記録時に用

いた． 

3） 三次元動作解析 

作業動作の記録は，三次元動作解析により行った．被

験者は，伸縮性のある計測スーツを着用し，関節などに

赤外線反射マーカーを取り付けた．マーカーの取り付け

位置は Plug-in Gait モデル 9) に基づき，死角になりやす

い位置（胸，骨盤前部，手首，足）を補完するための補

助マーカーも追加した．マーカーの取り付け位置は，補

助マーカーを含め，計 54 か所とした．撮影は，10 台の

赤外線カメラ（Vicon Vero，Vicon Motion Systems 社，

イギリス）を用いて行い，記録用ソフトウェア（Vicon 
Nexus 2.16，同社）により 100 Hz のサンプリングレー

トで記録した． 

4） 腰部負荷の推定 

本研究では，腰部負荷を第 5 腰椎（L5）-第 1 仙椎（S1）
間の腰部椎間板圧縮力 8) によって評価した．腰部椎間板

圧縮力は，三次元動作解析によって得られた動作データ

に基づくシミュレーションにより推定した．シミュレー

ションには，筋骨格シミュレーションソフトウェア

（AnyBody 7.4，AnyBody Technology 社，デンマーク）

を用いた．シミュレーションでは，それぞれの被験者に

対して寸法を合わせた人体モデルを各々作成した．各人

体モデルの重量は，体重条件の 3 水準で変化させ，それ

ぞれの場合について，作業動作を実現するために必要な

筋発揮力と関節にかかる力を計算し，腰部椎間板圧縮力

を求めた． 
保持作業における解析区間は，保持中に静止した区間

のうち 1 秒間とした．持ち上げ作業の解析区間は，荷物

が床から離れた瞬間から再び床に置かれた瞬間までとし

た．腰部椎間板圧縮力は，解析区間内での最大値を用い

た． 
各人体モデルの体重と荷物の重量は，シミュレーショ

ン上で変化させた．体重条件は、軽い体重として 50 kg，
平均的な体重として 70 kg，重い体重として 90 kg の 3
水準とした．各水準の値は，日本人の体重分布 10) に基づ

き，日本人成人男性の 90%以上が軽い体重から重い体重

の間に収まるように定めた．荷物の重量は，厚労省指針

に基づき体重の 40%としたため，体重 50 kg の場合は 20 
kg，体重 70 kg の場合は 28 kg，体重 90 kg の場合は 36 
kg となった．本来，逆動力学解析では人体モデルに対す

る外力をすべて入力する必要がある 11) ．しかし，本実験

では，体重等が変化した場合のシミュレーションを行う

ため，実際の体重で測定した床反力値を使用できなかっ

 

図 1 保持作業における荷物保持区画 

 

図 2 荷物（荷物重量 20 kg の場合） 
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た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 
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胸，腰，膝，脛の 5 水準，身体からの距離（以下，距離

という）は近，遠の 2 水準の計 10 区画とした（図 1）．
保持位置の区画は，作業中の手の位置を基準とし，近，

遠の区分は腕の長さの半分を基準とした．保持作業での

姿勢は，頭，胸，腰の高さでは立位姿勢，膝，脛の高さ

ではしゃがみ姿勢とした．持ち上げ作業は，荷物を床か

ら頭の高さまで可能な範囲で持ち上げるものとした．持

ち上げ作業での姿勢は，しゃがみ姿勢および立位姿勢と

した．しゃがみ姿勢は，膝を曲げ，できるだけ上半身の

角度が変わらないように腰を低くした姿勢とした． 
荷物は，幅 40.0 cm，奥行き 28.0 cm，高さ 7.4 cm の

取っ手付きコンテナとし，重量は金属製のおもりによっ

て調整した（図 2）．実験で用いた荷物の重量は，被験者

が通常業務で取り扱える重量の最大値（以下，取り扱い

可能重量という）を基にした．本実験では，取り扱い可

能重量は，被験者の主観的判断に基づき 70%程度の労力

で複数回持ち上げられる重量と定義した．作業動作の記

録前には，10 区画の保持位置ごとに取り扱い可能重量を

記録した．重量は，3，5，8，10，13，15，18，20，23，
25，28 kg の 11 通りとした．各保持位置での取り扱い可

能重量は，保持作業の動作記録時に用いた．また，10 区

画の中で最大の重量は，持ち上げ作業の動作記録時に用

いた． 

3） 三次元動作解析 

作業動作の記録は，三次元動作解析により行った．被

験者は，伸縮性のある計測スーツを着用し，関節などに

赤外線反射マーカーを取り付けた．マーカーの取り付け

位置は Plug-in Gait モデル 9) に基づき，死角になりやす

い位置（胸，骨盤前部，手首，足）を補完するための補

助マーカーも追加した．マーカーの取り付け位置は，補

助マーカーを含め，計 54 か所とした．撮影は，10 台の

赤外線カメラ（Vicon Vero，Vicon Motion Systems 社，

イギリス）を用いて行い，記録用ソフトウェア（Vicon 
Nexus 2.16，同社）により 100 Hz のサンプリングレー

トで記録した． 

4） 腰部負荷の推定 

本研究では，腰部負荷を第 5 腰椎（L5）-第 1 仙椎（S1）
間の腰部椎間板圧縮力 8) によって評価した．腰部椎間板

圧縮力は，三次元動作解析によって得られた動作データ

に基づくシミュレーションにより推定した．シミュレー

ションには，筋骨格シミュレーションソフトウェア

（AnyBody 7.4，AnyBody Technology 社，デンマーク）

を用いた．シミュレーションでは，それぞれの被験者に

対して寸法を合わせた人体モデルを各々作成した．各人

体モデルの重量は，体重条件の 3 水準で変化させ，それ

ぞれの場合について，作業動作を実現するために必要な

筋発揮力と関節にかかる力を計算し，腰部椎間板圧縮力

を求めた． 
保持作業における解析区間は，保持中に静止した区間

のうち 1 秒間とした．持ち上げ作業の解析区間は，荷物

が床から離れた瞬間から再び床に置かれた瞬間までとし

た．腰部椎間板圧縮力は，解析区間内での最大値を用い

た． 
各人体モデルの体重と荷物の重量は，シミュレーショ

ン上で変化させた．体重条件は、軽い体重として 50 kg，
平均的な体重として 70 kg，重い体重として 90 kg の 3
水準とした．各水準の値は，日本人の体重分布 10) に基づ

き，日本人成人男性の 90%以上が軽い体重から重い体重

の間に収まるように定めた．荷物の重量は，厚労省指針

に基づき体重の 40%としたため，体重 50 kg の場合は 20 
kg，体重 70 kg の場合は 28 kg，体重 90 kg の場合は 36 
kg となった．本来，逆動力学解析では人体モデルに対す

る外力をすべて入力する必要がある 11) ．しかし，本実験

では，体重等が変化した場合のシミュレーションを行う

ため，実際の体重で測定した床反力値を使用できなかっ

 

図 1 保持作業における荷物保持区画 

 

図 2 荷物（荷物重量 20 kg の場合） 
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体重との割合で定める重量値を扱った場合の腰部負荷の推定 

た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  1785 157 1.000 2043   2462 254 1.000 2880  

胸  1900 222 1.000 2265   2515 239 1.000 2908  

腰  1983 246 1.000 2388   2685 325 0.986 3219  

膝  2669 295 0.993 3154   3339 256 0.594 3760 * 
脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 

体重との割合で定める重量値を扱った場合の腰部負荷の推定 

た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  1785 157 1.000 2043   2462 254 1.000 2880  

胸  1900 222 1.000 2265   2515 239 1.000 2908  

腰  1983 246 1.000 2388   2685 325 0.986 3219  

膝  2669 295 0.993 3154   3339 256 0.594 3760 * 
脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 

体重との割合で定める重量値を扱った場合の腰部負荷の推定 

た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  1785 157 1.000 2043   2462 254 1.000 2880  

胸  1900 222 1.000 2265   2515 239 1.000 2908  

腰  1983 246 1.000 2388   2685 325 0.986 3219  

膝  2669 295 0.993 3154   3339 256 0.594 3760 * 
脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 
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保持作業は，保持位置に高さを調節した台に置かれた

荷物を 3 cm だけ持ち上げ，2 秒間その場で保持するも

のとした．保持位置の高さ（以下，高さという）は頭，

胸，腰，膝，脛の 5 水準，身体からの距離（以下，距離

という）は近，遠の 2 水準の計 10 区画とした（図 1）．
保持位置の区画は，作業中の手の位置を基準とし，近，

遠の区分は腕の長さの半分を基準とした．保持作業での

姿勢は，頭，胸，腰の高さでは立位姿勢，膝，脛の高さ

ではしゃがみ姿勢とした．持ち上げ作業は，荷物を床か

ら頭の高さまで可能な範囲で持ち上げるものとした．持

ち上げ作業での姿勢は，しゃがみ姿勢および立位姿勢と

した．しゃがみ姿勢は，膝を曲げ，できるだけ上半身の

角度が変わらないように腰を低くした姿勢とした． 
荷物は，幅 40.0 cm，奥行き 28.0 cm，高さ 7.4 cm の

取っ手付きコンテナとし，重量は金属製のおもりによっ

て調整した（図 2）．実験で用いた荷物の重量は，被験者

が通常業務で取り扱える重量の最大値（以下，取り扱い

可能重量という）を基にした．本実験では，取り扱い可

能重量は，被験者の主観的判断に基づき 70%程度の労力

で複数回持ち上げられる重量と定義した．作業動作の記

録前には，10 区画の保持位置ごとに取り扱い可能重量を

記録した．重量は，3，5，8，10，13，15，18，20，23，
25，28 kg の 11 通りとした．各保持位置での取り扱い可

能重量は，保持作業の動作記録時に用いた．また，10 区

画の中で最大の重量は，持ち上げ作業の動作記録時に用

いた． 

3） 三次元動作解析 

作業動作の記録は，三次元動作解析により行った．被

験者は，伸縮性のある計測スーツを着用し，関節などに

赤外線反射マーカーを取り付けた．マーカーの取り付け

位置は Plug-in Gait モデル 9) に基づき，死角になりやす

い位置（胸，骨盤前部，手首，足）を補完するための補

助マーカーも追加した．マーカーの取り付け位置は，補

助マーカーを含め，計 54 か所とした．撮影は，10 台の

赤外線カメラ（Vicon Vero，Vicon Motion Systems 社，

イギリス）を用いて行い，記録用ソフトウェア（Vicon 
Nexus 2.16，同社）により 100 Hz のサンプリングレー

トで記録した． 

4） 腰部負荷の推定 

本研究では，腰部負荷を第 5 腰椎（L5）-第 1 仙椎（S1）
間の腰部椎間板圧縮力 8) によって評価した．腰部椎間板

圧縮力は，三次元動作解析によって得られた動作データ

に基づくシミュレーションにより推定した．シミュレー

ションには，筋骨格シミュレーションソフトウェア

（AnyBody 7.4，AnyBody Technology 社，デンマーク）

を用いた．シミュレーションでは，それぞれの被験者に

対して寸法を合わせた人体モデルを各々作成した．各人

体モデルの重量は，体重条件の 3 水準で変化させ，それ

ぞれの場合について，作業動作を実現するために必要な

筋発揮力と関節にかかる力を計算し，腰部椎間板圧縮力

を求めた． 
保持作業における解析区間は，保持中に静止した区間

のうち 1 秒間とした．持ち上げ作業の解析区間は，荷物

が床から離れた瞬間から再び床に置かれた瞬間までとし

た．腰部椎間板圧縮力は，解析区間内での最大値を用い

た． 
各人体モデルの体重と荷物の重量は，シミュレーショ

ン上で変化させた．体重条件は、軽い体重として 50 kg，
平均的な体重として 70 kg，重い体重として 90 kg の 3
水準とした．各水準の値は，日本人の体重分布 10) に基づ

き，日本人成人男性の 90%以上が軽い体重から重い体重

の間に収まるように定めた．荷物の重量は，厚労省指針

に基づき体重の 40%としたため，体重 50 kg の場合は 20 
kg，体重 70 kg の場合は 28 kg，体重 90 kg の場合は 36 
kg となった．本来，逆動力学解析では人体モデルに対す

る外力をすべて入力する必要がある 11) ．しかし，本実験

では，体重等が変化した場合のシミュレーションを行う

ため，実際の体重で測定した床反力値を使用できなかっ

 

図 1 保持作業における荷物保持区画 

 

図 2 荷物（荷物重量 20 kg の場合） 
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た．よって，本実験では，ソフトウェアに内蔵された床

反力推定機能を用いてシミュレーションを行った． 

5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学

的，生体力学的，疫学的な知見を総合して，腰痛発生リ

スクが高まる閾値として提唱されたものである．国内に

はこのような基準は存在しないため，本研究ではこの閾

値を採用した．解析では，各体重条件での腰部椎間板圧

縮力を標本集団としたときの推定母集団をそれぞれ想定

した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安

全基準に収まったと判定した．これは，推定母集団の 95

パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
保持作業では，体重，高さ，距離を要因とする三元配

置反復測定分散分析を行った．持ち上げ作業では，体重

を要因とする一元配置反復測定分散分析を行った．分散

分析にあたっては，等分散性を改善するため，腰部椎間

板圧縮力は log 変換した値を用いた．Mauchly の球面性

検定の結果が有意であった場合は，Greenhouse-Geisser
のイプシロンによって自由度を補正した．有意水準は

0.05 未満とした．効果量の比較のため，一般化イータ 2
乗（𝜂𝜂𝜂𝜂��）を求めた．分散分析にて主効果または交互作用

が認められた場合は，多重比較検定を行った．多重比較

検定では，Bonferroni 補正により，p 値を調整した．統

計解析は R ver. 4.4.1 上で行い，分散分析には ez_4.4-0
パッケージ，多重比較検定には emmeans_1.10.6 パッ

ケージを用いた． 

3. 結果 

実測した取り扱い可能重量は，保持作業において腰の

近くの区画で最大となり，19.7 kg であった（表 1）．取

り扱い可能重量は，高さが腰から離れるに従って減少し

た．また，遠くの位置における取り扱い可能重量は，近

くの位置と比較して，頭の高さで 16%，その他の高さで

30%～42%減少した．持ち上げ作業においては，23.1 kg
となった． 

表 1 実測した取り扱い可能重量[kg] 
作業 高さ 近 遠 

保持 

頭 9.7±2.8 8.1±2.3 
胸 16.2±4.0 10.4±2.4 

腰 19.7±4.9 11.5±3.0 

膝 17.1±4.3 12.0±3.0 

脛 16.5±4.0 11.2±3.2 

持ち上げ  23.1±4.4  

被験者 10 名の平均値と標準偏差． 

表 2 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 50 kg，荷物重量 20 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  1785 157 1.000 2043   2462 254 1.000 2880  

胸  1900 222 1.000 2265   2515 239 1.000 2908  

腰  1983 246 1.000 2388   2685 325 0.986 3219  

膝  2669 295 0.993 3154   3339 256 0.594 3760 * 
脛  2933 328 0.923 3473 * 3530 313 0.339 4045 * 

持ち上げ   3243 440 0.639 3967 *      

被験者 10 名分の平均，標準偏差（SD），3400 N を下回る確率（P(<3400)），95 パーセンタイル値（P95）． 
*印は P95 が 3400 N を上回る条件． 

表 3 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 70 kg，荷物重量 28 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  2497 221 1.000 2860   3445 357 0.450 4033 * 
胸  2657 312 0.991 3171   3519 337 0.362 4073 * 
腰  2772 346 0.965 3342   3756 457 0.218 4507 * 
膝  3735 414 0.209 4416 * 4673 361 0.000 5266 * 
脛  4105 461 0.063 4863 * 4941 440 0.000 5664 * 

持ち上げ   4539 616 0.032 5552 *      

表 2 に同じ 
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5） 統計解析 

本研究では，腰部椎間板圧縮力の安全基準として，

NIOSH による 3400 N 8) を採用した．この値は，解剖学
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した．この推定母集団において腰部椎間板圧縮力が 3400 
N を下回る確率を求め，その確率が 95%以上のとき，安
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パーセンタイル値が 3400 N を下回ることと等価である

ため，結果ではこの値も報告した． 
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保持作業は，保持位置に高さを調節した台に置かれた

荷物を 3 cm だけ持ち上げ，2 秒間その場で保持するも

のとした．保持位置の高さ（以下，高さという）は頭，

胸，腰，膝，脛の 5 水準，身体からの距離（以下，距離

という）は近，遠の 2 水準の計 10 区画とした（図 1）．
保持位置の区画は，作業中の手の位置を基準とし，近，

遠の区分は腕の長さの半分を基準とした．保持作業での

姿勢は，頭，胸，腰の高さでは立位姿勢，膝，脛の高さ

ではしゃがみ姿勢とした．持ち上げ作業は，荷物を床か

ら頭の高さまで可能な範囲で持ち上げるものとした．持

ち上げ作業での姿勢は，しゃがみ姿勢および立位姿勢と

した．しゃがみ姿勢は，膝を曲げ，できるだけ上半身の

角度が変わらないように腰を低くした姿勢とした． 
荷物は，幅 40.0 cm，奥行き 28.0 cm，高さ 7.4 cm の

取っ手付きコンテナとし，重量は金属製のおもりによっ

て調整した（図 2）．実験で用いた荷物の重量は，被験者

が通常業務で取り扱える重量の最大値（以下，取り扱い

可能重量という）を基にした．本実験では，取り扱い可

能重量は，被験者の主観的判断に基づき 70%程度の労力

で複数回持ち上げられる重量と定義した．作業動作の記

録前には，10 区画の保持位置ごとに取り扱い可能重量を

記録した．重量は，3，5，8，10，13，15，18，20，23，
25，28 kg の 11 通りとした．各保持位置での取り扱い可

能重量は，保持作業の動作記録時に用いた．また，10 区

画の中で最大の重量は，持ち上げ作業の動作記録時に用

いた． 

3） 三次元動作解析 

作業動作の記録は，三次元動作解析により行った．被

験者は，伸縮性のある計測スーツを着用し，関節などに

赤外線反射マーカーを取り付けた．マーカーの取り付け

位置は Plug-in Gait モデル 9) に基づき，死角になりやす

い位置（胸，骨盤前部，手首，足）を補完するための補

助マーカーも追加した．マーカーの取り付け位置は，補

助マーカーを含め，計 54 か所とした．撮影は，10 台の

赤外線カメラ（Vicon Vero，Vicon Motion Systems 社，

イギリス）を用いて行い，記録用ソフトウェア（Vicon 
Nexus 2.16，同社）により 100 Hz のサンプリングレー

トで記録した． 

4） 腰部負荷の推定 

本研究では，腰部負荷を第 5 腰椎（L5）-第 1 仙椎（S1）
間の腰部椎間板圧縮力 8) によって評価した．腰部椎間板

圧縮力は，三次元動作解析によって得られた動作データ

に基づくシミュレーションにより推定した．シミュレー

ションには，筋骨格シミュレーションソフトウェア

（AnyBody 7.4，AnyBody Technology 社，デンマーク）

を用いた．シミュレーションでは，それぞれの被験者に

対して寸法を合わせた人体モデルを各々作成した．各人

体モデルの重量は，体重条件の 3 水準で変化させ，それ

ぞれの場合について，作業動作を実現するために必要な

筋発揮力と関節にかかる力を計算し，腰部椎間板圧縮力

を求めた． 
保持作業における解析区間は，保持中に静止した区間

のうち 1 秒間とした．持ち上げ作業の解析区間は，荷物

が床から離れた瞬間から再び床に置かれた瞬間までとし

た．腰部椎間板圧縮力は，解析区間内での最大値を用い

た． 
各人体モデルの体重と荷物の重量は，シミュレーショ

ン上で変化させた．体重条件は、軽い体重として 50 kg，
平均的な体重として 70 kg，重い体重として 90 kg の 3
水準とした．各水準の値は，日本人の体重分布 10) に基づ

き，日本人成人男性の 90%以上が軽い体重から重い体重

の間に収まるように定めた．荷物の重量は，厚労省指針

に基づき体重の 40%としたため，体重 50 kg の場合は 20 
kg，体重 70 kg の場合は 28 kg，体重 90 kg の場合は 36 
kg となった．本来，逆動力学解析では人体モデルに対す

る外力をすべて入力する必要がある 11) ．しかし，本実験

では，体重等が変化した場合のシミュレーションを行う

ため，実際の体重で測定した床反力値を使用できなかっ

 

図 1 保持作業における荷物保持区画 

 

図 2 荷物（荷物重量 20 kg の場合） 
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また本研究では，荷物を扱う位置や動作の有無も腰部

負荷に大きく影響することが示された．特に，低い区画

や身体から遠い区画で荷物を扱う場合，腰部負荷が大き

くなった．これは，荷物の位置と腰部負荷の関係を示し

た先行研究と一致している 12)  13) ．また，床からの持ち

上げ動作は，身体から近い位置で脛の高さに保持する場

合よりも大きな負荷となる傾向があった．これは，持ち

上げ動作に伴う運動が椎間板にかかる力を増加させたた

めと考えられる 14) ．以上のことより，近くの腰より高い

位置での保持において腰部負荷が許容範囲内であっても，

腰より低い位置や遠い位置，または持ち上げ動作を伴う

場合には，腰部負荷が許容範囲に収まらない可能性があ

ることが分かった． 
本研究の結果は，体重との割合に基づいて最大重量値

を設定する方法には問題があることを示している．この

方法では，体重の重い労働者がより重い荷物を扱うこと

が許容される．例えば，体重 90 kg の男性労働者は，体

重の 40%に相当する 36 kg の荷物を扱うことができる

が，この重量は ISO や HSE が男性労働者に対して設定

している最大重量値の 25 kg や NIOSH の 23 kg を大き

く上回っており，本研究でも過度な腰部負荷が生じるこ

とが確認された．体重の割合を引き下げることで腰部負

荷を軽減できる可能性はあるが，これでは体重の軽い労

働者が取り扱える重量が実用的でないほど低くなる問題

が生じる．よって，割合の調整だけでは最大重量値の見

直しには不十分である．さらに，体重が増加するにつれ
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労働安全衛生総合研究所特別研究報告 JNIOSH-SRR-No.55 (2025) 

シミュレーションにより求めた腰部椎間板圧縮力は，

体重を 50 kg とした場合，脛の近い区画，脛と膝の遠い

区画での保持作業，および持ち上げ作業においてのみ，

3400 N の安全基準に収まらなかった（表 2）．体重を 70 
kg とした場合，腰以上の高さの近い区画での保持作業に

おいては 3400 N に収まったが，膝と脛の区画では収ま

らなかった（表 3）．また，遠い区画での保持作業，持ち

上げ作業では，すべて 3400 N に収まらなかった．体重

を 90 kg とした場合，すべての区画と作業において 3400 
N に収まらなかった（表 4）． 
保持作業における腰部椎間板圧縮力に対して，体重，

高さ，距離を要因とした三元配置反復測定分散分析を

行った結果，体重，高さ，距離の有意な主効果が認めら

れた（表 5）．交互作用については有意な結果が認められ

たが，その効果量はいずれも主効果と比べて小さかった．

多重比較検定の結果，いずれの距離条件下においても，

体重が増加するに従って有意に腰部椎間板圧縮力は増加

した（すべて p < 0.001）．腰部椎間板圧縮力は，高さが

増すに従い，減少する傾向が示された．いずれの距離条

件下においても，腰，胸，頭の高さにおける値は，脛と

膝の高さに比べ，有意に減少した（すべて p < 0.001）．
近くの距離条件下のみにおいて，膝の高さでの値は脛の

高さに比べて有意に減少し（p = 0.048），頭の高さでの

値は腰の高さに比べて有意に減少した（p = 0.027）．遠

くの距離での腰部椎間板圧縮力は，すべての体重条件下

（すべて p < 0.001），すべての高さ条件下（すべて p < 
0.001）において，近くの距離に比べて有意に増大した． 
持ち上げ作業時の腰部椎間板圧縮力については，体重

を要因とした一元配置反復測定分散分析を行った結果，

有意な体重の主効果が認められた．多重比較検定では，

体重が重いほど腰部椎間板圧縮力が増大する結果となっ

た（すべて p < 0.001）． 

4. 考察 

本研究では，厚労省指針で定めている体重の 40%での

最大重量値が腰痛予防に有用かを生体力学的実験により

検証した．その結果，推奨された重量値以下であっても，

条件によっては過度な腰部負荷が生じる可能性が示され，

体重に基づく重量制限の潜在的な問題点が明らかになっ

た．さらに，体重の増加，荷物の保持位置が腰より低い

場合および荷物が身体から遠い位置で扱われる場合，腰

部負荷が著しく増加することが明らかとなった． 
本研究では，体重が腰部負荷に大きく影響する要因で

あることが示された．推奨される最大重量値が体重の

40%に設定されているため，この影響は体重と荷物の重

量の増加が複合的に作用した結果と考えられる．体重お

よび荷物の重量が増加するにつれて，腰部負荷が 3400 N
以内に収まる区画は減少し，体重が重い場合ではすべて

の区画において過剰な腰部負荷がかかる結果となった． 

表 4 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 90 kg，荷物重量 36 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  3207 284 0.751 3674 * 4425 460 0.013 5182 * 
胸  3413 402 0.487 4075 * 4521 434 0.005 5234 * 
腰  3561 446 0.359 4294 * 4825 588 0.008 5792 * 
膝  4799 533 0.004 5675 * 6004 464 0.000 6767 * 
脛  5274 592 0.001 6248 * 6348 565 0.000 7278 * 

持ち上げ   5832 792 0.001 7135 *      

表 2 に同じ 

表 5 分散分析の結果 
作業 効果 dfEffect dfError F p 𝜼𝜼𝜼𝜼𝐆𝐆𝐆𝐆𝟐𝟐𝟐𝟐  

保持 

体重 1.037 9.336 3434495.615 <0.001** 0.851 

高さ 1.644 14.794 88.096 <0.001** 0.750 

距離 1.000 9.000 204.856 <0.001** 0.634 

体重 × 高さ 2.406 21.651 2.858 0.071 <0.001 

体重 × 距離 1.094 9.844 7.020 0.023* <0.001 

高さ × 距離 2.199 19.791 9.662 <0.001** 0.058 

体重 × 高さ × 距離 2.361 21.246 0.774 0.493 <0.001 
持ち上げ 体重 1.045 9.409 3815990.308 <0.001** 0.767 

dfEffect, 効果の補正済み自由度; dfError, 誤差の補正済み自由度; 𝜂𝜂𝜂𝜂�� , 一般化イータ 2 乗; *p < 0.05; **p < 0.01. 
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高さ × 距離 2.199 19.791 9.662 <0.001** 0.058 

体重 × 高さ × 距離 2.361 21.246 0.774 0.493 <0.001 
持ち上げ 体重 1.045 9.409 3815990.308 <0.001** 0.767 

dfEffect, 効果の補正済み自由度; dfError, 誤差の補正済み自由度; 𝜂𝜂𝜂𝜂�� , 一般化イータ 2 乗; *p < 0.05; **p < 0.01. 

労働安全衛生総合研究所特別研究報告 JNIOSH-SRR-No.55 (2025) 

シミュレーションにより求めた腰部椎間板圧縮力は，

体重を 50 kg とした場合，脛の近い区画，脛と膝の遠い

区画での保持作業，および持ち上げ作業においてのみ，

3400 N の安全基準に収まらなかった（表 2）．体重を 70 
kg とした場合，腰以上の高さの近い区画での保持作業に

おいては 3400 N に収まったが，膝と脛の区画では収ま

らなかった（表 3）．また，遠い区画での保持作業，持ち

上げ作業では，すべて 3400 N に収まらなかった．体重

を 90 kg とした場合，すべての区画と作業において 3400 
N に収まらなかった（表 4）． 
保持作業における腰部椎間板圧縮力に対して，体重，

高さ，距離を要因とした三元配置反復測定分散分析を

行った結果，体重，高さ，距離の有意な主効果が認めら

れた（表 5）．交互作用については有意な結果が認められ

たが，その効果量はいずれも主効果と比べて小さかった．

多重比較検定の結果，いずれの距離条件下においても，

体重が増加するに従って有意に腰部椎間板圧縮力は増加

した（すべて p < 0.001）．腰部椎間板圧縮力は，高さが

増すに従い，減少する傾向が示された．いずれの距離条

件下においても，腰，胸，頭の高さにおける値は，脛と

膝の高さに比べ，有意に減少した（すべて p < 0.001）．
近くの距離条件下のみにおいて，膝の高さでの値は脛の

高さに比べて有意に減少し（p = 0.048），頭の高さでの

値は腰の高さに比べて有意に減少した（p = 0.027）．遠

くの距離での腰部椎間板圧縮力は，すべての体重条件下

（すべて p < 0.001），すべての高さ条件下（すべて p < 
0.001）において，近くの距離に比べて有意に増大した． 
持ち上げ作業時の腰部椎間板圧縮力については，体重

を要因とした一元配置反復測定分散分析を行った結果，

有意な体重の主効果が認められた．多重比較検定では，

体重が重いほど腰部椎間板圧縮力が増大する結果となっ

た（すべて p < 0.001）． 

4. 考察 

本研究では，厚労省指針で定めている体重の 40%での

最大重量値が腰痛予防に有用かを生体力学的実験により

検証した．その結果，推奨された重量値以下であっても，

条件によっては過度な腰部負荷が生じる可能性が示され，

体重に基づく重量制限の潜在的な問題点が明らかになっ

た．さらに，体重の増加，荷物の保持位置が腰より低い

場合および荷物が身体から遠い位置で扱われる場合，腰

部負荷が著しく増加することが明らかとなった． 
本研究では，体重が腰部負荷に大きく影響する要因で

あることが示された．推奨される最大重量値が体重の

40%に設定されているため，この影響は体重と荷物の重

量の増加が複合的に作用した結果と考えられる．体重お

よび荷物の重量が増加するにつれて，腰部負荷が 3400 N
以内に収まる区画は減少し，体重が重い場合ではすべて

の区画において過剰な腰部負荷がかかる結果となった． 

表 4 腰部椎間板圧縮力[N]（体重 90 kg，荷物重量 36 kg） 

 
 

 近  遠 
作業 高さ  平均 SD P(<3400) P95   平均 SD P(<3400) P95  

保持 

頭  3207 284 0.751 3674 * 4425 460 0.013 5182 * 
胸  3413 402 0.487 4075 * 4521 434 0.005 5234 * 
腰  3561 446 0.359 4294 * 4825 588 0.008 5792 * 
膝  4799 533 0.004 5675 * 6004 464 0.000 6767 * 
脛  5274 592 0.001 6248 * 6348 565 0.000 7278 * 

持ち上げ   5832 792 0.001 7135 *      

表 2 に同じ 

表 5 分散分析の結果 
作業 効果 dfEffect dfError F p 𝜼𝜼𝜼𝜼𝐆𝐆𝐆𝐆𝟐𝟐𝟐𝟐  

保持 

体重 1.037 9.336 3434495.615 <0.001** 0.851 

高さ 1.644 14.794 88.096 <0.001** 0.750 

距離 1.000 9.000 204.856 <0.001** 0.634 

体重 × 高さ 2.406 21.651 2.858 0.071 <0.001 

体重 × 距離 1.094 9.844 7.020 0.023* <0.001 

高さ × 距離 2.199 19.791 9.662 <0.001** 0.058 

体重 × 高さ × 距離 2.361 21.246 0.774 0.493 <0.001 
持ち上げ 体重 1.045 9.409 3815990.308 <0.001** 0.767 

dfEffect, 効果の補正済み自由度; dfError, 誤差の補正済み自由度; 𝜂𝜂𝜂𝜂�� , 一般化イータ 2 乗; *p < 0.05; **p < 0.01. 
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　また本研究では，荷物を扱う位置や動作の有無も腰部

負荷に大きく影響することが示された．特に，低い区画

や身体から遠い区画で荷物を扱う場合，腰部負荷が大き

くなった．これは，荷物の位置と腰部負荷の関係を示し

た先行研究と一致している 12) 13) ．また，床からの持ち

上げ動作は，身体から近い位置で脛の高さに保持する場

合よりも大きな負荷となる傾向があった．これは，持ち

上げ動作に伴う運動が椎間板にかかる力を増加させたた

めと考えられる 14)．以上のことより，近くの腰より高い

位置での保持において腰部負荷が許容範囲内であっても，

腰より低い位置や遠い位置，または持ち上げ動作を伴う

場合には，腰部負荷が許容範囲に収まらない可能性があ

ることが分かった．

 本研究の結果は，体重との割合に基づいて最大重量値

を設定する方法には問題があることを示している．この

方法では，体重の重い労働者がより重い荷物を扱うこと

が許容される．例えば，体重 90 kg の男性労働者は，体

重の 40% に相当する 36 kg の荷物を扱うことができる

が，この重量は ISO や HSE が男性労働者に対して設定

している最大重量値の 25 kg や NIOSH の 23 kg を大き

く上回っており，本研究でも過度な腰部負荷が生じるこ

とが確認された．体重との割合を引き下げることで腰部

負荷を軽減できる可能性はあるが，これでは体重の軽い

労働者が取り扱える重量が実用的でないほど低くなる問

題が生じる．よって，割合の調整だけでは最大重量値の

見直しには不十分である．さらに，体重が増加するにつ

れて最大重量値が増え，腰部負荷も増大するという根本

的な問題は解決されない．

 もう一つの厚労省指針の問題点は，荷物を扱う位置や

動作の有無といった作業の性質が最大重量値に考慮され

ていないことである．本研究では，比較的負荷の小さかっ

た軽い体重の場合でも，低く遠い区画で保持したとき，

または床から持ち上げたとき，腰部負荷が許容範囲に収

まらないことが確認された．したがって，最大重量値を

設定する際には，作業位置を考慮する必要がある．また，

本研究では検討されなかったが，作業頻度や作業継続時

間も腰痛の発症と関連していることから 15)，今後のガ

イドラインではこれらの要素も考慮すべきと考える．

 本研究の限界点として，本研究で得られた椎間板圧縮

力は，実測値ではなくシミュレーションに基づいて算出

されたものである．実測を行うには，椎間板内にセンサー

を埋め込むといった侵襲的な手法が必要になるため，シ

ミュレーションに基づく測定が最も現実的である．本研

究で使用した筋骨格系シミュレーションソフトウェアは，

その精度が検証されており 16)—18) ，過去の研究でも使用

されている 19)—21) ．

 体重の変化は，骨格構造や持ち上げ動作に影響を与え

る可能性がある．そのため，異なる体重条件に対して同

一の動作データを用いてシミュレーションを行うことは，

結果の精度を低下させる可能性がある．これは，体重条

件に基づくシミュレーションにおける制約の一つである．

この課題に対応するため，本研究では身長および体重の

異なる参加者を含めて検討を行った．また，椎間板の強

度には個人差があり，3400 N という閾値がすべての人

に適用できるとは限らないことが，先行研究において指

摘されている 8) ．

5.　 結論

 本研究により，体重との割合に基づいて設定された最

大重量値では腰痛予防に十分でないことが示唆され，同

手法の問題点が明らかとなった．特に，体重の 40%とい

う重量値では，体重が増加するにつれて腰部負荷も増加

し，腰部負荷が許容範囲内に収まらないことが示された．

また，低い位置，遠い位置での荷物の取り扱いや持ち上

げ動作を伴う作業は，腰部負荷を著しく増加させること

が確認され，問題をさらに悪化させる要因となる．腰部

負荷をより適切に管理するためには，作業者の体重では

なく，取り扱う重量物の位置に基づいて最大重量値を設

定する必要があると考える．
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また本研究では，荷物を扱う位置や動作の有無も腰部

負荷に大きく影響することが示された．特に，低い区画

や身体から遠い区画で荷物を扱う場合，腰部負荷が大き

くなった．これは，荷物の位置と腰部負荷の関係を示し

た先行研究と一致している 12)  13) ．また，床からの持ち

上げ動作は，身体から近い位置で脛の高さに保持する場

合よりも大きな負荷となる傾向があった．これは，持ち

上げ動作に伴う運動が椎間板にかかる力を増加させたた

めと考えられる 14) ．以上のことより，近くの腰より高い

位置での保持において腰部負荷が許容範囲内であっても，

腰より低い位置や遠い位置，または持ち上げ動作を伴う

場合には，腰部負荷が許容範囲に収まらない可能性があ

ることが分かった． 
本研究の結果は，体重との割合に基づいて最大重量値

を設定する方法には問題があることを示している．この

方法では，体重の重い労働者がより重い荷物を扱うこと

が許容される．例えば，体重 90 kg の男性労働者は，体

重の 40%に相当する 36 kg の荷物を扱うことができる

が，この重量は ISO や HSE が男性労働者に対して設定

している最大重量値の 25 kg や NIOSH の 23 kg を大き

く上回っており，本研究でも過度な腰部負荷が生じるこ

とが確認された．体重の割合を引き下げることで腰部負

荷を軽減できる可能性はあるが，これでは体重の軽い労

働者が取り扱える重量が実用的でないほど低くなる問題

が生じる．よって，割合の調整だけでは最大重量値の見

直しには不十分である．さらに，体重が増加するにつれ

て最大重量値が増え，腰部負荷も増大するという根本的

な問題は解決されない． 
もう一つの厚労省指針の問題点は，荷物を扱う位置や

動作の有無といった作業の性質が最大重量値に考慮され

ていないことである．本研究では，比較的負荷の小さかっ

た軽い体重の場合でも，低く遠い区画で保持したとき，

または床から持ち上げたとき，腰部負荷が許容範囲に収

まらないことが確認された．したがって，最大重量値を

設定する際には，作業位置を考慮する必要がある．また，

本研究では検討されなかったが，作業頻度や作業継続時

間も腰痛の発症と関連していることから 15) ，今後のガ

イドラインではこれらの要素も考慮すべきと考える． 
本研究の限界点として，本研究で得られた椎間板圧縮

力は，実測値ではなくシミュレーションに基づいて算出

されたものである．実測を行うには，椎間板内にセンサー

を埋め込むといった侵襲的な手法が必要になるため，シ

ミュレーションに基づく測定が最も現実的である．本研

究で使用した筋骨格系シミュレーションソフトウェアは，

その精度が検証されており 16) –18) ，過去の研究でも使用

されている 19) -21) ． 
体重の変化は，骨格構造や持ち上げ動作に影響を与え

る可能性がある．そのため，異なる体重条件に対して同

一の動作データを用いてシミュレーションを行うことは，

結果の精度を低下させる可能性がある．これは，体重条

件に基づくシミュレーションにおける制約の一つである．

この課題に対応するため，本研究では身長および体重の

異なる参加者を含めて検討を行った．また，椎間板の強

度には個人差があり，3400 N という閾値がすべての人

に適用できるとは限らないことが，先行研究において指

摘されている 8) ． 

5. 結論 

本研究により，体重との割合に基づいて設定された最

大重量値では腰痛予防に十分でないことが示唆され，同

手法の問題点が明らかとなった．特に，体重の 40%とい

う重量値では，体重が増加するにつれて腰部負荷も増加

し，腰部負荷が許容範囲内に収まらないことが示された．

また，低い位置，遠い位置での荷物の取り扱いや持ち上

げ動作を伴う作業は，腰部負荷を著しく増加させること

が確認され，問題をさらに悪化させる要因となる．腰部

負荷をより適切に管理するためには，作業者の体重では

なく，取り扱う重量物の位置に基づいて最大重量値を設

定する必要があると考える． 
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シミュレーションにより求めた腰部椎間板圧縮力は，

体重を 50 kg とした場合，脛の近い区画，脛と膝の遠い

区画での保持作業，および持ち上げ作業においてのみ，

3400 N の安全基準に収まらなかった（表 2）．体重を 70 
kg とした場合，腰以上の高さの近い区画での保持作業に

おいては 3400 N に収まったが，膝と脛の区画では収ま

らなかった（表 3）．また，遠い区画での保持作業，持ち

上げ作業では，すべて 3400 N に収まらなかった．体重

を 90 kg とした場合，すべての区画と作業において 3400 
N に収まらなかった（表 4）． 
保持作業における腰部椎間板圧縮力に対して，体重，
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dfEffect, 効果の補正済み自由度; dfError, 誤差の補正済み自由度; 𝜂𝜂𝜂𝜂�� , 一般化イータ 2 乗; *p < 0.05; **p < 0.01. 
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体重との割合で定める重量値を扱った場合の腰部負荷の推定  
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　また本研究では，荷物を扱う位置や動作の有無も腰部

負荷に大きく影響することが示された．特に，低い区画

や身体から遠い区画で荷物を扱う場合，腰部負荷が大き

くなった．これは，荷物の位置と腰部負荷の関係を示し

た先行研究と一致している 12) 13) ．また，床からの持ち

上げ動作は，身体から近い位置で脛の高さに保持する場

合よりも大きな負荷となる傾向があった．これは，持ち

上げ動作に伴う運動が椎間板にかかる力を増加させたた

めと考えられる 14)．以上のことより，近くの腰より高い

位置での保持において腰部負荷が許容範囲内であっても，

腰より低い位置や遠い位置，または持ち上げ動作を伴う

場合には，腰部負荷が許容範囲に収まらない可能性があ

ることが分かった．

 本研究の結果は，体重との割合に基づいて最大重量値

を設定する方法には問題があることを示している．この

方法では，体重の重い労働者がより重い荷物を扱うこと

が許容される．例えば，体重 90 kg の男性労働者は，体

重の 40% に相当する 36 kg の荷物を扱うことができる

が，この重量は ISO や HSE が男性労働者に対して設定

している最大重量値の 25 kg や NIOSH の 23 kg を大き

く上回っており，本研究でも過度な腰部負荷が生じるこ

とが確認された．体重との割合を引き下げることで腰部

負荷を軽減できる可能性はあるが，これでは体重の軽い

労働者が取り扱える重量が実用的でないほど低くなる問

題が生じる．よって，割合の調整だけでは最大重量値の

見直しには不十分である．さらに，体重が増加するにつ

れて最大重量値が増え，腰部負荷も増大するという根本

的な問題は解決されない．

 もう一つの厚労省指針の問題点は，荷物を扱う位置や

動作の有無といった作業の性質が最大重量値に考慮され

ていないことである．本研究では，比較的負荷の小さかっ

た軽い体重の場合でも，低く遠い区画で保持したとき，

または床から持ち上げたとき，腰部負荷が許容範囲に収

まらないことが確認された．したがって，最大重量値を

設定する際には，作業位置を考慮する必要がある．また，

本研究では検討されなかったが，作業頻度や作業継続時

間も腰痛の発症と関連していることから 15)，今後のガ

イドラインではこれらの要素も考慮すべきと考える．

 本研究の限界点として，本研究で得られた椎間板圧縮

力は，実測値ではなくシミュレーションに基づいて算出

されたものである．実測を行うには，椎間板内にセンサー

を埋め込むといった侵襲的な手法が必要になるため，シ

ミュレーションに基づく測定が最も現実的である．本研

究で使用した筋骨格系シミュレーションソフトウェアは，

その精度が検証されており 16)—18) ，過去の研究でも使用

されている 19)—21) ．

 体重の変化は，骨格構造や持ち上げ動作に影響を与え

る可能性がある．そのため，異なる体重条件に対して同

一の動作データを用いてシミュレーションを行うことは，

結果の精度を低下させる可能性がある．これは，体重条

件に基づくシミュレーションにおける制約の一つである．

この課題に対応するため，本研究では身長および体重の

異なる参加者を含めて検討を行った．また，椎間板の強

度には個人差があり，3400 N という閾値がすべての人

に適用できるとは限らないことが，先行研究において指

摘されている 8) ．

5.　 結論

 本研究により，体重との割合に基づいて設定された最

大重量値では腰痛予防に十分でないことが示唆され，同

手法の問題点が明らかとなった．特に，体重の 40%とい

う重量値では，体重が増加するにつれて腰部負荷も増加

し，腰部負荷が許容範囲内に収まらないことが示された．

また，低い位置，遠い位置での荷物の取り扱いや持ち上

げ動作を伴う作業は，腰部負荷を著しく増加させること

が確認され，問題をさらに悪化させる要因となる．腰部

負荷をより適切に管理するためには，作業者の体重では

なく，取り扱う重量物の位置に基づいて最大重量値を設

定する必要があると考える．
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持ち上げ作業における最大重量値の生体力学的検討 

 

杜 唐慧子*1，小山 冬樹*1，岩切 一幸*2 

厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」は，取り扱い可能な最大重量値を作業者の体重の割合により定

めている．一方，英国安全衛生庁（HSE）では，体重に関係なく，重量物を取り扱う高さや身体からの距離に応

じて最大重量値を定めており，腰痛リスクが高まるとされる腰部椎間板圧縮力 3400 N を超えないようにしてい

る．そこで本研究では，HSE の枠組みを参考に，日本人の持ち上げ作業における最大重量値について検討した．

対象者は年齢，身長，体重の異なる日本人男性 11 名とし，高さ 5 水準と身体からの距離 2 水準（計 10 区画）に

おいて荷物を持ち上げて指定の位置で保持する作業と床から頭の位置まで持ち上げる作業を行った．実験では，

三次元動作解析および床反力測定を行い，逆動力学を用いて重量物取り扱い時の腰部椎間板圧縮力を算出した．

各区画の最大重量値は，取り扱い可能な重量のうち，腰部椎間板圧縮力が 3400 N 以下の重量値とした．その結

果，最大重量値は，身体に近い腰の区画において最大となり，それより上下に行くほど，また身体から離れるほ

ど軽くなった．低い位置においては，重い物まで持てるものの，腰部負荷が大きくなり，最大重量値は軽くなっ

た．本研究の結果を HSE と比較すると，最大重量値は腰の位置で軽かったが，身体から遠い位置では重かった． 
キーワード: 腰痛，手作業，逆動力学，腰部椎間板圧縮力，最大重量． 

 

1. はじめに 

休業 4 日以上の労働者死傷病報告における業務上腰痛

は，業務上疾病の約 6 割を占めており 1) ，労働安全衛生

上の重要な課題となっている．その業務上腰痛の約 4 分

の 1 は，重量物の取り扱いにて生じている．このことか

ら，重量物の持ち上げなどの取り扱いは，腰痛の主要な

リスク要因と考えられる 2-4)． 
厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」では，

取り扱う重量値を男性が体重の 40%以下，女性が体重の

24%以下に抑えることを推奨している 5)．しかし，生体

力学的観点から考えると，同じ重量物を取り扱う場合，

体重の重い人は，体重の軽い人に比べて腰にかかる力が

大きくなり，腰痛リスクが高くなる 6)．また，男性にお

いて体重の 40%以下，女性において 24%以下の重量物を

取り扱っている者は，重量物を取り扱わない者に比べて

腰痛リスクが高くなる結果も得られている 7)．これらの

ことから，体重の割合での重量制限は，腰痛を十分に予

防できないと思われる． 
一方，英国安全衛生庁（Health and Safety Executive: 

HSE）「重量物取り扱いガイドライン」では，体重に関係

なく，男女ごとに重量物を保持する高さや身体からの距

離ごとに，推奨する最大重量値を設定している（図 1）
8)．これは，重量物を持ち上げて保持することが可能なこ

とに加え，腰部椎間板圧縮力が腰痛リスクの高まるとさ

れる 3400 N 9)を超えない重量値となっている．このよう

なガイドラインは，我が国においても必要と思われる．

しかし，このガイドラインは，欧米人を対象としており，

欧米人に比べて体格の小さな日本人への適用可能性は検

討されていない． 
そこで本研究では，HSE のガイドラインを参考に，日

本人の持ち上げ作業における最大重量値について検討し

た． 

 

図 1 英国安全衛生庁の最大重量値 

2. 方法 

1) 対象者 

対象者は，身長や体格の異なる 20 代から 50 代まで

の健常な日本人男性 11 名とした（表 1）．本研究は，労

働安全衛生総合研究所研究倫理審査委員会の承認を得て

*1 労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 
*2 労働安全衛生総合研究所 研究推進・国際センター 
   連絡先：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾 6-21-1  
   労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 杜唐慧子 
   E-mail: du@h.jniosh.johas.go.jp 

表 1 対象者の基本情報 
 

平均 標準偏差 最小 最大 

年齢（歳） 39.4 9.5 28 55 

身長（m） 1.718 0.060 1.640 1.800 

体重（kg） 66.0 13.2 49.0 83.7 

BMI 22.3 3.9 16.2 27.6 
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力学的観点から考えると，同じ重量物を取り扱う場合，

体重の重い人は，体重の軽い人に比べて腰にかかる力が

大きくなり，腰痛リスクが高くなる 6)．また，男性にお

いて体重の 40%以下，女性において 24%以下の重量物を

取り扱っている者は，重量物を取り扱わない者に比べて

腰痛リスクが高くなる結果も得られている 7)．これらの

ことから，体重の割合での重量制限は，腰痛を十分に予

防できないと思われる． 
一方，英国安全衛生庁（Health and Safety Executive: 

HSE）「重量物取り扱いガイドライン」では，体重に関係

なく，男女ごとに重量物を保持する高さや身体からの距

離ごとに，推奨する最大重量値を設定している（図 1）
8)．これは，重量物を持ち上げて保持することが可能なこ

とに加え，腰部椎間板圧縮力が腰痛リスクの高まるとさ

れる 3400 N 9)を超えない重量値となっている．このよう

なガイドラインは，我が国においても必要と思われる．

しかし，このガイドラインは，欧米人を対象としており，

欧米人に比べて体格の小さな日本人への適用可能性は検

討されていない． 
そこで本研究では，HSE のガイドラインを参考に，日

本人の持ち上げ作業における最大重量値について検討し

た． 

 

図 1 英国安全衛生庁の最大重量値 

2. 方法 

1) 対象者 

対象者は，身長や体格の異なる 20 代から 50 代まで

の健常な日本人男性 11 名とした（表 1）．本研究は，労

働安全衛生総合研究所研究倫理審査委員会の承認を得て

*1 労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 
*2 労働安全衛生総合研究所 研究推進・国際センター 
   連絡先：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾 6-21-1  
   労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 杜唐慧子 
   E-mail: du@h.jniosh.johas.go.jp 

表 1 対象者の基本情報 
 

平均 標準偏差 最小 最大 

年齢（歳） 39.4 9.5 28 55 

身長（m） 1.718 0.060 1.640 1.800 

体重（kg） 66.0 13.2 49.0 83.7 

BMI 22.3 3.9 16.2 27.6 
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